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検討事項 
 情報通信審議会情報通信技術分科会陸上無線通信委員会は、情報通信審議会諮問第 2009 
号「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」（平成 14 年 9 月 30 日諮問）の

うち「76GHz 帯小電力ミリ波レーダーの高度化に関する技術的条件」について検討した。  
 

I 委員会及び作業班の構成 
 委員会の構成員については、別表 1 のとおり。 
 本委員会の下に検討の促進を図るため、76GHz 帯小電力ミリ波レーダー高度化作業班

（以下「作業班」という。）を設置し検討を行った。作業班の構成員については、別表 2
のとおりである。 

 

II 検討経過 
１ 委員会での検討 

 (1) 第 12 回（平成 26 年 6 月 6 日） 
 委員会の運営方針、検討事項及びスケジュールについて検討を行い、委員会の下に作

業班を設置することとした。 
 (2) 第 16 回（平成 26 年 12 月 9 日） 

 作業班の報告を受け、陸上無線通信委員会報告案についての検討を行った。 
 (3) 第 18 回（平成 27 年 3 月 3 日～平成 27 年 3 月 6 日） 

 第 16 回委員会会合での議論を踏まえ、陸上無線通信委員会報告案の一部修正につ 
いて検討を行い、最終的な報告案を取りまとめた。（メーリングリスト上で実施）。 

 (4) 第 20 回（平成 27 年 4 月 20 日～平成 27 年 4 月 23 日） 
 報告案に対する意見募集の結果及び意見に対する委員会の考え方について検討し、報

告を取りまとめた。 
 
２ 作業班での検討 

 (1) 第 1 回（平成 26 年 7 月 16 日） 
 作業班の運営方針及び今後の検討の進め方について検討を行った。 
 76GHz 帯小電力ミリ波レーダー高度化の概要及び諸外国の状況等について関係者か

ら説明され、議論を行った。 
 (2) 第 2 回（平成 26 年 11 月 20 日） 

 他の無線システムとの共用について関係者から報告され、議論を行った。 
 (3) 第 3 回（平成 26 年 12 月 1 日） 

 陸上無線通信委員会報告案について報告され、議論を行った。 
 (4) 第 4 回（平成 27 年 2 月 20 日～平成 27 年 2 月 24 日） 

 第 16 回委員会会合での議論を踏まえ、陸上無線通信委員会報告案の一部修正につ 
いて、議論を行った。（メーリングリスト上で実施）。 
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III 検討概要 
 

第1章 検討の背景 
 
１－１ 76GHz帯小電力ミリ波レーダーに係るこれまでの導入経緯 

 
76GHz 帯（76-77GHz）による小電力ミリ波レーダーは、1996 年以降、欧米で標準化され、

車載レーダーとして国際的に利用されてきた。我が国では平成９年（1997 年）の電気通信技

術審議会答申を受けて制度化され、高速道路での追従走行（ACC）や追突防止等のための自動

車レーダー等に広く使われている。 

電気通信技術審議会答申（技術的条件）では、占有周波数帯幅を「１GHz」としていたが、

制度化に際しては同帯域幅を「500MHz」と規定（当時のミリ波帯の発振器の周波数安定度が

低かったことを考慮した模様）しており、関係メーカーでは同規定に合わせて製品化し、自

動車への搭載、実用化を推進してきた。一方、欧米では制度上は 1GHz 幅まで許容されている

が、用途が主に ACC（100～200m先の先行車を検知）であり、あまり高い距離分解能を要しな

かったこともあり、これまで 500MHz幅以下で製品化されてきたところである。しかし、欧米

の自動車メーカーでは、76GHz 帯レーダーによる追突防止（自動ブレーキ）機能等の高度化

を図るため、500MHz～1GHz幅を用いる同レーダーを製品化する動きがあり、我が国の占有周

波数帯幅の１ＧＨｚへの拡大の検討が必要となっている。 

 

１－２ 現行の技術基準 

 
76GHz 帯小電力ミリ波レーダーに係る技術基準は現在、表 1-1 のとおり定められている。 

 

表 1-1 76GHz帯小電力ミリ波レーダーに係る技術基準 

周波数 76.5 GHz 

指定周波数帯 76.0 - 77.0 GHz 

空中線電力 0.01W 以下 

空中線電力の許容誤差 上限：50%、下限：70% 

空中線利得 40dBi 以下 

周波数の許容偏差 76.0 - 77.0 GHz 

占有周波数帯幅の許容値 500MHz 

帯域外領域（74.5～76.0GHz及び 77.0～78.5GHz）

におけるスプリアス発射の強度の許容値※ 
100 μW以下 

スプリアス領域（～74.5GHz 及び 78.5GHz～） 

における不要発射の強度の許容値※ 
50 μW 以下 

 ※ 参照帯域幅は 1MHz。 
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１－３ レーダーシステムに関する動向 

現在、我が国では自動車の普及が進む一方で、交通事故や交通事故死者数については、近

年は減少傾向にはあるものの、まだ十分に低い水準とは言えず（図 1-1 参照）、政府は 2018

年を目途に交通事故死者数を半減させ、2500 人以下とする目標を立てているところである。

この高い目標を達成するためには、交通マナーも含めた交通対策と自動車等の双方で取り組

む必要がある。自動車の衝突等への被害軽減対策は 1990 年中頃から重点的に実施されてきた

ことから、近年は予防安全対策が重要視されている。  

 

 

 
出典：警察庁「平成 25 年中の交通事故の発生状況」  

図 1-1 道路交通事故件数と死亡者数 
 

近年、ドライバーの高齢化などにより、安全運転に対する意識が高まっている。このよう

な状況の中で、先進運転支援システムが低価格で提供されることとなり、急速に普及が進む

きっかけとなった。先進運転支援システムの中でも特に先進緊急ブレーキシステム（AEBS: 

Advanced Emergency Braking System、以下 AEBSとする）および車間距離制御装置（ACC： 

Adaptive Cruise Control、以下 ACCとする）への関心が高い。この AEBSや ACCのセンサー

として、長い間使用されているのが 76GHz帯ミリ波レーダーである。近年はステレオカメラ

やレーザレーダーなどのシステムも導入されているが、今後においても 76GHz帯レーダーの

使用は更に進むことが予想される。主な先進運転支援システムと、それらに採用されている

センサーは表 1-2の通りである。 
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表 1-2  先進安全運転支援システムと採用されているセンサーの例 
先進運転支援システム センサー 

先進緊急ブレーキ（AEBS） 
76GHz レーダー、ステレオカメラ、 

レーザレーダー(30km/h以下) 

車間距離制御装置（ACC） 76GHz レーダー、ステレオカメラ、単眼カメラ 

全車速域 ACC 76GHz レーダー+カメラ、ステレオカメラ 

後側方障害物警報 
24GHz レーダー、カメラ 

79GHz レーダー(開発中) 

歩行者認識 
ステレオカメラ、76GHzレーダー+単眼カメラ 

79GHz レーダー(開発中) 

車線維持支援装置 カメラ(ステレオまたは単眼) 

ナイトビジョン 

(含む夜間の歩行者・動物認識) 
近赤外線カメラ、遠赤外線カメラ 

インテリジェントヘッドランプ カメラ(対向車を認識) 

信号・標識認識 カメラ 

駐車支援 超音波センサー、カメラ 

 
 

これらの先進運転支援システムの中で、従来は主に高級車を中心に搭載されていた AEBS は、

大衆車および軽自動車まで拡大されており、多くの消費者が選択できるようになってきてい

る。 

この AEBS機能を実現する技術は、76GHz帯ミリ波レーダー以外にカメラやレーザレーダー

等のセンサーが採用されているが、現在世界の多くの自動車メーカーが AEBSおよび ACCのた

めに信頼性の高い 76GHz帯レーダーを採用している。 

このような技術の核と言うべき障害物を検知するためのセンシングシステムについて、代

表的な各種センシングシステムの検出能力を図 1-2に示す。これらのセンシングシステムの

搭載とその組み合わせは、採用している車載センサー技術によるが、AEBSを例にとるならば、

ステレオカメラのみ、赤外線センサーのみ、レーダーのみ、カメラとレーダーの組み合わせ

等、各社の技術指向により、多種多様な搭載状況である。この中で、カメラの特徴は対象物

の識別能力に優れていることではあるが、反面、レーダーよりも対象物までの距離認識およ

び悪天候時の識別能力に問題があることから、コストとの兼ね合いもあるが、2 種類のセン

シングシステムを組み合わせる事例が多くなっている。 
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情報提供： 独ダイムラー社 
 

図 1-2 他の車載センサー技術との比較 
 

 
 
１－４ 電波によるレーダーシステムのこれまでの導入経緯・現状 

 

日本における電波によるレーダーシステムは、主に自動車における前方障害物との衝突事

故回避装置の実現を目的として法制化の審議が行われた。76GHz帯ミリ波レーダーについて

は、平成 7年 3月に開催された第 80回電気通信技術審議会で既に報告された 60GHz帯の小電

力ミリ波レーダーに追加する形で、平成 9年に「76GHz 帯の周波数を利用する小電力ミリ波

レーダーの技術的条件」が答申されたことに始まる。76GHz 帯を追加検討した意義の一つに

は、欧米で標準化が検討されていた 76GHz帯を利用することで、国内外のメーカーが相互参

入しやすく量産効果による低価格化が期待できることにもあった。現在、76GHz 帯小電力ミ

リ波レーダーは長距離（200m 超）車載レーダーとして世界的に使用され、先進運転支援シス

テムの主要なセンサーとして普及が拡大している。 

図 1-3 に 76GHz帯ミリ波レーダーを搭載した車両の普及状況を示す。平成 23年時点で累計

約 30 万台が出荷されている。 
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電波の利用状況調査の評価結果(総務省）を基に JAIA 作成 

 

図 1-3 76GHz帯ミリ波レーダーの普及状況 

 

 

  24GHz帯（24.05-24.25GHz）も車載レーダー用途に世界で広く採用されている。日本では、

特定小電力無線局移動体検知センサー用無線設備の規定により占有周波数帯幅が「76MHz以

下」に制限されていたが、平成 22年 5月にその制限が撤廃され、200MHz 幅の占有周波数帯

幅が使用可能となった。その基準改正により車載レーダーとして国内でも採用され始め、そ

の普及が進んでいる。 

平成 22年 4月には、既に欧米で制度化されていた 24/26GHz帯 UWBレーダーが日本でも制

度化され、その高性能さから普及拡大が期待された。しかし欧州の制度における使用時限

（24GHz帯は 2013年、26GHz帯は新規型式認定取得 2018年および継続認定の販売期限 2022

年）および国内の制度における使用期限（24GHz帯のみ販売期限が 2016年末）のために普及

拡大には至っていない。 

平成 24年 12月には、国内でも近距離から中距離までの車両の全周囲を高分解能で検知す

ることが可能な 79GHz帯高分解能レーダーが制度化された。欧州プロジェクトで開発された

SiGe 系の安価なチップの採用も可能となり、その性能面・価格面から近・中距離用車載レー

ダーとして今後国内外で普及が期待されている。現時点では使用可能周波数帯が 78GHz～

81GHz の 3GHz幅に限られているが、2015 年に開催予定の WRC-15において、これまで無線標

定業務に国際分配されていない 77.5GHz～78GHzの同業務への追加分配が決定された場合に

は、77～81GHzの 4GHz幅が使用可能になる見込みである。 
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１－５ ミリ波レーダーの技術動向 

 

我が国で 76GHz帯ミリ波レーダーが法制化された平成 9年当時、ミリ波帯の周波数を得る

ために水晶発振器から逓倍、増幅する方法は既に実用化されていた。ただし、逓倍・増幅す

ることは極めて高価であり車載用レーダーに採用することは困難であった。低コスト化の実

現の為に当時採用されたのはガンダイオードを用いた空洞発振機であった。空洞（Cavity）

発振器の周波数は金属の温度に依存するため、自動車が存在する温度変化の範囲を想定した

場合の周波数安定度は非常に低く、500MHz 程度の変化に留めるのが限度であった。現在は、

PLL（Phase Locked Loop）付 の自励発振器を用いるのが一般的であり、高次逓倍を用いるこ

ともあるが、その周波数安定度は水晶発振器制御に準拠した精度を維持可能となっている。 

76GHz 帯 ミリ波レーダーの占有周波数帯幅を 500MHzから 1GHzに広げた場合、距離分解能

が向上することで、物体検出の位置精度も高まると考えられる。 

一般に占有周波 数帯幅等に応じて距離分解能が決まるが、本作業班で提案されている

500MHz 超 の占有周波数帯幅のレーダーでは、より高い距離精度での障害物検出が可能とな

り、AEBS等 の予防安全効果などの更なる向上が期待される。 

 

１－６ 各国の 76GHz帯レーダーの制度化状況 

 

諸外国においては、米国で 1996年、欧州で 1998年に 76GHz帯レーダーが制度化され、1997

年に制度化された我が国も含めて、76GHz 帯レーダーが長距離（200m超）車載レーダーの国

際標準となっている。図 1-4に示す世界の多くの国々で、1GHz幅の占有周波数帯幅の使用が

認められており、より高度な先進運転支援システムの実現のために 76GHz帯レーダーの使用

が可能な状況となっている。 

本作業班での検討で占有周波数帯幅の許容値が 1GHzに改正されることは、76GHz 帯レーダ

ーの国際標準との整合を確保することに繋がる。 
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日本を除く緑色の地域では 1GHz幅の占有周波数帯幅が使用可能 

 

情報提供： 独ダイムラー社 

 

図 1-4 76GHz帯ミリ波レーダーを利用可能な地域 

 

表 1-3 に示すミリ波レーダーの ITU-R規格においても、76GHz 帯レーダーの必要帯域幅の

最大値は 1GHzと定義されている。 

表 1-3  ミリ波レーダーの ITU-R規格 

 
資料引用元：Recommendation ITU-R M.2057-0(02/2014) Systems characteristics of automotive radars 

operating in the frequency band 76-81 GHz for intelligent transport systems applications 

Japan 

500MHz OBW only 
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これまでは、諸外国においても 500MHz以下の占有周波数帯幅の 76GHz帯レーダーが導入さ

れていたため、共通の規格の製品を国内にも導入することが可能であったが、主に欧米のメ

ーカーが 500MHz超の占有周波数帯幅の 76GHz帯レーダーを製品化する動きがあり、国際標準

化の観点からも我が国における占有周波数帯幅の 1GHz への拡大検討が急務となっている。 
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第2章 76GHz 帯小電力ミリ波レーダーの高度化 
 
 

２－１  今回の検討対象等 

 
本検討は、76GHz帯小電力レーダーについて、諸外国では 1GHz 幅の電波発射が許容されて

いる状況に比べて、我が国の技術基準における占有周波数帯幅の制限値が 500MHzと規定され

ており、我が国での同レーダーの製品開発、展開の制約となっている状況を踏まえ、当該規

定を国際的に標準となっている 1GHzに変更することの可否に関する検討を行うものである。 

したがって、今回は、この占有周波数帯幅の変更（500MHz幅から 1GHz幅への拡張）と、

同変更による他の無線システムとの周波数共用・共存関係への影響について検討することと

する。 

 

２－２ 検討の妥当性 

 
本検討は 76GHz帯小電力レーダーの占有周波数帯幅を 500MHz幅から 1GHz幅に変更するこ

とを検討するものであるが、前述のとおり、同レーダーの導入にあたっての平成９年（1997

年）の電気通信技術審議会答申（技術的条件）ではもともと占有周波数帯幅を「１GHz」とし

ていた。当時はミリ波帯の発振器の周波数安定度が低かったことを考慮して制度化に際して、

76GHz から 77GHzの 1GHz幅を当該特定小電力無線局の指定周波数帯とする一方で、占有周波

数帯幅は「500MHz」と規定していたものであるが、現在ではミリ波帯においても十分な周波

数安定度が得られるようになっており、実際、一昨年に制度化されている 79GHz帯高分解能

レーダー（指定周波数帯は 78～81GHzの 3GHz 幅）については占有周波数帯幅を「3GHz」とし

て技術基準が整備されているところである。 

このような過去の経緯、状況を踏まえ、また、我が国での占有周波数帯幅の制限値の規定

が今後の 76GHz帯小電力レーダーの製品開発、展開の制約となっており、国際的な標準との

整合を図ることが求められていることを考慮すると、現時点において同レーダーの占有周波

数帯幅の変更（500MHz幅から 1GHz幅への拡張）について検討することは十分な妥当性があ

るものと考えられる。 
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第3章   他の無線システムとの共存に関する検討 

 
３－１  76GHz帯及びその隣接周波数帯における割当状況等 

 

平成 11 年（1999 年）に 76GHz 帯小電力レーダーに関する電波法令関連の制度整備がなさ

れた当時は、同一周波数帯（76～77GHz 帯）に関しては無線標定業務以外には割当はなく、

また隣接帯域も含めて既に導入されたシステム等は存在しなかったが、平成 13年（2001年）

には電波天文業務も一次業務として 76～77.5GHz帯が割り当てられている。 

また、80GHz帯において 5GHz幅を使用する高速無線伝送システムについて、平成 23年（2011

年）5 月に情報通信審議会からその技術的条件が答申された。同システムについては、その

後、移動通信システムの基地局間を結ぶ回線としての利用ニーズが顕在化しつつあること、

また、ITU-R において帯域内をチャネルで細分化する規定が勧告化されるなど、国際的には、

大容量通信かつ周波数利用効率の高い狭帯域システムの開発・商用化の取組が進展している

ことを踏まえ、平成 26年 4月に、80GHz帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技

術的条件が答申され、同年 8 月に制度整備が行われており、今後、71GHz から 76GHz（73GHz

帯）及び 81GHzから 86GHz（83GHz帯）を用いて、具体的なシステム展開が進められるものと

見込まれている。 

したがって、現時点で、76GHz 帯小電力レーダーと同一周波数帯及び隣接周波数帯におけ

る導入済みの他の無線システムとしては、能動業務として固定業務である 80GHz 帯高速無線

伝送システムが存在しており、また、受動業務では同一周波数帯を含む帯域に電波天文業務

が一次業務として割り当てられている状況である。（図 3-1） 

 
図 3-1 76GHz 帯及びその隣接周波数帯の使用状況 
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３－２  検討の前提条件 

 
76GHz 帯小電力レーダーと、その後に同一周波数帯を含む帯域に一次業務として割り当

てられた電波天文業務、また、隣接周波数帯に導入された 80GHz 帯高速無線伝送システム

は、それぞれの制度整備の際に、必要に応じて技術検討を行った上で、実運用上、周波数

の共用・共存が可能との整理がなされて、それぞれ導入されてきたものであり、それを前

提に各システムの導入、普及展開の取組が進められてきたところである。（76GHz 帯小電

力レーダーは、高速道路での追従走行や追突防止等の運転支援機能における主要技術とし

て普及が進んでいる。） 
このような経緯等を踏まえ、本検討では、76GHz 帯小電力レーダーの技術基準において

今回変更される要素、つまり占有周波数帯幅の拡張が、他の無線システム（電波天文業務

及び 80GHz 帯高速無線伝送システム）との共用・共存関係にどのように影響するかについ

て検討を行うものとする。 
 
 

３－３ 高度化による帯域内の与干渉 

 
帯域内においては、占有周波数帯幅が 500MHz から 1GHz に拡大してもレーダーから発射

される総電力（空中線電力 0.01W 以下）は変わらない為、レーダーからの 1MHz 当りの与

干渉電力は半分になる。つまり、干渉の影響を軽減する方向に作用する。 
ここで、レーダーから発射される総電力の最大値（空中線電力 0.01W）の 99%（9.9mW）

が 500MHz の占有周波数帯幅に一様に分散していると仮定すると、1MHz 当りの与干渉電力

（平均電力密度）は、 

( ) ( ) MHzdBmMHzmW /0.17500log109.9log10 −=×−×  

となる。一方、レーダーから発射される総電力の最大値（空中線電力 0.01W）の 99%が

1000MHzの占有周波数帯幅に一様に分散していると仮定すると、1MHz当りの与干渉電力（平

均電力密度）は、 

( ) ( ) MHzdBmMHzmW /0.201000log109.9log10 −=×−×  

となり、1MHz 当りの与干渉電力（平均電力密度）は 3dB 低減する。 
 

 -17.0 dBm/MHz 

500MHz 1000MHz 

-20.0 dBm/MHz 

平均電力密度の比較（概念図） 
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  国立天文台から提示された観測周波数 76.3057269GHz の電波天文観測への影響について

も、現行の技術基準である 500MHz の占有周波数帯幅の許容値においても指定周波数帯

（76.0 ～ 77.0 GHz）の 1GHz の範囲で 500MHz 幅を自由に設定することができることから、

干渉の影響が増加することはないと言える。 

 

76.0GHz 77.0GHz
76.3057269GHz

76.5GHz 77.0GHz
76.3057269GHz

1GHz幅の場合の与干渉電力

76.5GHz76.0GHz

500MHz幅の場合
の与干渉電力

 

 

 

３－４ 高度化による帯域外の与干渉 

 
  76GHz 帯レーダーの現行の技術基準において帯域外の不要発射の強度の許容値は、無線設

備規則（昭和 25 年 11 月 30 日電波監理委員会規則第十八号）別表第三号（第７条関係）に

定められており、これらの値は 960MHz を超える 10W 以下の無線設備に適用されている。 

帯域外領域における 

スプリアス発射の強度の許容値 
100 μW以下 

スプリアス領域における 

不要発射の強度の許容値 
50 μW 以下 

※ 参照帯域幅は 1MHz。 
 
  帯域外領域およびスプリアス領域の範囲も同別表第三号（第７条関係）に定められている。 

周波数範囲 必要周波数帯幅の条件 
帯域外領域及びスプリアス領域の 

境界の周波数 

ｆｃ＞２６ＧＨｚ ＢＮ＜１ＭＨｚ ｆｃ±２．５ＭＨｚ 

  
１ＭＨｚ≦ＢＮ≦５００ＭＨ

ｚ 
ｆｃ±２．５ＢＮ 

  ＢＮ＞５００ＭＨｚ 
ｆｃ±（１．５ＢＮ＋５００ＭＨ

ｚ） 

 
  「ＢＮ」とは、帯域外領域及びスプリアス領域の境界の周波数を算出するために用いる必

要周波数帯幅をいう。この場合における必要周波数帯幅は、占有周波数帯幅の許容値とする。

ただし、指定周波数帯が指定されているものの必要周波数帯幅は、指定周波数帯の値とする

ことができる。76GHz 帯レーダーの現行の技術基準の占有周波数帯幅の許容値 500MHz にお

いても、指定周波数帯が指定されているので指定周波数帯 1GHz を適用し、BN=1GHz で、

帯域外領域の範囲が算出され、以下の算出結果を得る。    

74.5 GHz以上 76.0 GHz未満 および 77.0 GHz超 78.5 GHz以下 
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占有周波数帯幅が 500MHz から 1GHz に拡大してもレーダーから発射される総電力（空中

線電力 0.01W 以下）は変わらない為、99%の電力範囲の定義から算出される不要発射の電

力の最大値（片側 0.5%=0.05mW）も変化しない。 

 
 99% 

99% 

0.5% 0.5% 0.5% 0.5% 500MHz 1000MHz 

平均電力密度の比較（概念図） 
 

80GHz 帯高速無線伝送システム作業班においては、ITU-R 勧告(M.2057)に記載の Radar A
のパラメータを用いて、76GHz 帯レーダーから 80GHz 帯高速無線伝送システムへの干渉の

影響が検討され、サイトエンジニアリング対応により、76GHz 帯レーダーと共存可能との結

論が出ている（18 頁参照）。 
なお、検討に用いられた Radar A は、国内法の規格値ではないが、昨今の自動車産業のグ

ローバル化の状況においては、国際標準である ITU-R 勧告値に準拠する 76GHz 帯レーダー

が国内にも導入されるものと考えられる。図 3-2 は、国内法の技術基準と国際規格を図示し

たものである。

国内法の技術基準 ITU-R規格1) 欧州規格
ETSI EN 301 091

給電点 e.i.r.p. 60dBm (1kW) e.i.r.p.

50dBm (100W)

40dBm (10W)

30dBm (1W)

20dBm (100mW)

10dBm (10mW)

0dBm (1mW)

-10dBm (100μW)

-20dBm (10μW)

-30dBm (1μW)

-40dBm (0.1μW)

-50dBm (0.01μW)

-60dBm (0.001μW)

最大電力 55dBm
最大電力 50dBm

最大電力 10dBm

帯域外領域
- 10dBm/MHzスプリアス領域

- 13dBm/MHz

73.5 GHz ～ 76.0 GHz、77.0 GHz ～ 79.5 GHz

0dBm/MHz

～ 73.5 GHz、79.5 GHz ～

-30dBm/MHz

但し、99％の電力範囲の規定により片側
の不要発射の電力の積算値が片側に許
容される電力（10mWの0.5% = 50μW）を
超えてはならない

空中線利得
40dBi

空中線利得
45dBi

帯域外輻射

スプリアス輻射

 
1) Recommendation  ITU-R  M.2057-0(02/2014) Systems characteristics of automotive radars operating in the frequency 

band 76-81 GHz for intelligent transport systems applications の Table 1 の中の Radar A 

 

 

図 3-2 76GHz帯レーダーの国内法の技術基準と国際規格との比較 
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３－５ 76GHz帯レーダーが被干渉となる場合 

 
80GHz 帯高速無線伝送システム作業班においては、80GHz 帯高速無線伝送システムから

76GHz 帯レーダーへの干渉は特段問題にならないとの結論が出ている。（18 頁参照） 
その 80GHz 帯高速無線伝送システム作業班における検討では、76.25～76.75GHz の

500MHz の占有周波数帯幅の 76GHz 帯レーダーを想定して検討された。ここで、76.00～
77.00GHz の 1GHz の占有周波数帯幅で計算すると干渉量は 2dB 程度増加するが、80GHz 帯

高速無線伝送システム側の 3dB 程度の製造マージンによる干渉低減があることから、占有周

波数帯幅の1GHz化を行っても76GHz帯レーダーへの干渉は特段問題にならないと考えられ

る。 
なお、500MHz 以下の占有周波数帯幅で、使用周波数帯域が 76.00GHz に近い製品の場合

には干渉量が増加することが想定されることから、このことに関係者が十分留意しつつ、シ

ステム検討等が行われる必要がある。 
 
 
 
３－６ 76GHz帯レーダー間の相互干渉 

 

76GHz 帯レーダーとして既に実用化されている既存のレーダー(占有周波数帯幅 500MHz
以下)と今回の高度化によるレーダー(占有周波数帯幅 1GHz 以下)が混在する場合の各種組合

せにおける相互干渉については、参考資料２の検討結果の例に示されるように、既存のレー

ダー(占有周波数帯幅 500MHz 以下)のみが存在する場合のレーダー間干渉レベルに比べて高

くなるとは言えない。 
76GHz 帯レーダーが受ける可能性のあるレーダー間干渉については、既存レーダーにおい

ても、干渉の影響を除去するための種々の手段がそのレーダー要素機能として既に実用化さ

れている。今後、76GHz 帯レーダーの普及率が一層上昇することが予想されるが、そのよう

な中にあっても干渉除去機能の有効性が維持されるよう、関係者において普及状況の推移を

みながら十分留意していく必要がある。 
また、今回の高度化によるレーダーについても、その製品化にあたっては、干渉除去技術

の更なる向上に努めるなど、十分な相互干渉除去の機能を確保することが必要である。 
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参考：車載レーダーから 80GHz帯高速無線伝送システムへの干渉検討 

（引用元：陸上無線通信委員会報告「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」のうち、 

「80GHz帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件」より一部抜粋） 

 
１）車載レーダーから 80GHz帯高速無線伝送システムへの干渉 

 

（中略） 
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２）80GHz帯高速無線伝送システムから車載レーダーへの干渉 
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第4章 76GHz 帯ミリ波レーダーの高度化に関する技術的条件 
 

 現行の技術基準のうち、占有周波数帯域幅を下記の通り修正する。 

 占有周波数帯幅の許容値 

1ＧＨｚであること。 

  
  

第5章今後の検討課題 
 

検討の過程において、作業班構成員より、帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の

許容値及びスプリアス領域における不要発射の強度の許容値においても、国際標準（ITU-R 
M.2057 Table1 RadarA）に合わせる見直しをすべきであり、類似の検討を陸上無線通信委

員会 80GHz 帯高速無線伝送システム作業班で実施した検討が参考になる、との指摘があっ

た。 
この点については、現状より規制強化につながる方向での変更となること、経過措置の

必要性等の検討も含め、既に出荷されている無線機への影響について慎重に検討した上で

対応する必要があることなどから、必要に応じて関係企業・利用者のニーズ等を踏まえた

上で、今後、必要な検討を実施する必要がある。 
 
 
 

IV 検討結果 
 
  「76GHz 帯小電力ミリ波レーダーの高度化に関する技術的条件」について別添のとおり

取りまとめた。 
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76GHz 帯小電力ミリ波レーダーの高度化に関する技術的条件 

 
76GHz 帯小電力ミリ波レーダーの技術的条件は、現行の技術基準のうち、占有周波数帯域

幅を下記の通り修正することが適当である。 
 

 占有周波数帯幅の許容値 
1ＧＨｚであること。 
  

 

別 添 
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8 〃 唐沢　好男 第１６回まで

9 〃 川嶋　弘尚

10 〃 菊井　勉

11 〃 河野　隆二

12 〃 小林　久美子

13 〃 斉藤　知弘

14 〃 玉眞　博義 第１７回から

15 〃 藤原　功三 第１６回まで

16 〃 本多　美雄

17 〃 松尾　綾子

18 〃 三谷　政昭 第１７回から

19 委員 森川　博之

20 専 門 委 員 矢野　由紀子
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補足説明 

80GHz帯高速無線伝送システムから車載レーダーへの干渉 

 

陸上無線通信委員会報告「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」のうち

「80GHz 帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件」の P22 の図 2-2 のよ

うなチャンネル配置の 76.0GHz に近いチャンネルからの帯域外放射電力が 76.5GHz 帯レー

ダーへの干渉電力として検討された。 

 

 

同報告資料の P51 の図 3-18 の左図に 76.0～77.0GHz の帯域外放射電力の電力マスクが示

されており、表 3-13 に 76.25～76.75GHz の 500MHz の占有周波数帯幅の 76GHz 帯レーダ

ーへの与干渉電力が算出されており、2000MHz Ch2 が最大の干渉電力となった。 

 

 

参考資料 
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ここで、76.25～76.75GHz の 500MHz の占有周波数帯幅の場合と 76.00～77.00GHz の

1GHz の占有周波数帯幅の場合の与干渉電力を比較すると 1.8dB 増加する。（下表） 

 

80GHz チャンネル帯幅(MHz) 2000 備考 

チャンネル番号 Ch2 低群上端チャンネル 

レーダー受信帯域(GHz) 76.25-76.75 76.0-77.0  

レーダー占有周波数帯幅(MHz) 500 1000  

Radar A帯域総電力(dBm) -4.9 -0.4  

等価雑音帯域内電力(dBm) -47.9 -46.1 25kHz 

干渉電力の増加(dB) － 1.8  

 

 

同報告資料 P52 には、80GHz 帯高速無線伝送システム側には一般に規格保証のため 3dB

程度の製造マージンを含んでいるとの記載があり、その製造マージンにより 3dB 程度までの

干渉電力超過分は低減できることにより、80GHz 帯高速無線伝送システムから 76GHz 帯レ

ーダーへの干渉は、本作業班で改正される占有周波数帯幅の 1GHz 化によっても特段問題に

ならないと考えられる。 
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７６GHz 帯レーダー間の干渉検討 

 

７６．０－７７．０GHｚの周波数帯域内で、占有周波数帯幅を現在の５００MHｚから１GHｚに拡大することによる７６

GHｚ帯レーダー間の干渉、特に、５００MHｚ以下のレーダー（N レーダーと呼ぶ）と１GH 以下のレーダー（W レーダ

ーと呼ぶ）間の相互干渉のレベルを、その一例として N レーダー、W レーダー共に最も一般的に使われている

FMCW の場合を例として検討する。 

 

１．レーダーモデルと干渉モデル 

   図１は、７６GHｚ帯レーダーの典型的な構成を示す。 

 

     

 

 

 

 

 

  

      図１． ７６GHｚ帯レーダーの典型的な構成 

 

  図２は干渉検討で想定する N レーダーと W レーダーの周波数スイープの様子を模式的に示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図２． N レーダーと W レーダーの周波数スイープ 

 

例えば、W レーダーの標的検知のための出力 IF 信号に対する干渉信号の出現は、干渉源レーダー（ここでは N

レーダー）の瞬時周波数が、W レーダーの瞬時周波数ｆ０（ｔ）と W レーダーの IF 周波数帯域 BifWの範囲内で一致し

た時に起こる。（図２において、N レーダーと W レーダーの周波数が交差する周波数/時間区間） 

両レーダーは、完全独立非同期系であるため、干渉波信号は、W レーダーにおける検知すべき標的からの反射

信号（Desired Signal）に対して、IF帯域内の雑音信号としてNoise Floorを上昇させるとするモデルが妥当である。 

 

２．干渉確率 

  干渉確率を概略計算するため、Wレーダーの周波数スイープ帯域BｒｆW及びNレーダーの周波数スイープ帯域 

Tx

Rx

LNA IF FFT 信号処理

ｆ0（ｔ）

Po

Brf Bif BFFT

76.0GHz

77.0GHz

BifW
BifN BrfWBrfN

time
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BｒｆNを各々の IF 周波数帯域を単位とする周波数ブロックに分解して考える。更に、W レーダーは、７６．０－７７．０

GHｚの全帯域を占有すると仮定する。 

 

２－１． W→N 干渉 

  W レーダーの瞬時周波数が N レーダーのｒｆ帯域外にある期間は干渉が生じず、また、W レーダーの瞬時周波

数が N レーダーのｒｆ帯域内にある場合には、各 IF 周波数幅ブロック内に存在する確率は、完全独立非同期系の

ため一様となり、全体としての干渉確率は式（１）の様に表わされる。 

                                                          (1) 

 

２－２． N→W 干渉 

  Nレーダーの周波数スイープ帯域が、Wレーダーの周波数スイープ帯域に内包される場合、Nレーダーのスイ

ープ周波数範囲では常に干渉の可能性があるが、その帯域外では干渉は存在しないため、全体としての干渉確

率は式（２）の様になる。 

              when  f0W(t) is within BrfN 

            when  f0W(t) is outside BrfN    (2) 

 

２－３． N→N 干渉 

    W レーダーの導入による干渉レベルを議論する場合に、その基準となる既存レーダー間（N→N）の干渉確

率を参考として式（３）に示す。 

                    in the overlapped frequency range within BrfN                   

                  outside the overlapped range in BrfN       (3) 

 

３．干渉電力（密度） 

    干渉源レーダーが被干渉レーダーに与える干渉電力（密度）PIは、式（１）（２）の干渉確率と干渉源レーダ

ーからの送信電力の積として求められる。 

 

３－１． W→N 干渉 

                                            (4) 

        ここで、α は干渉源レーダーと被干渉レーダーとの相対位置などで決まる定数であり、また、単位帯

域あたりの電力とするため  とした。 

 

３－2． N→W 干渉 

            when  f0W(t) is within BrfN                   

              when  f0W(t) is outside BrfN   (5) 
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  実際のレーダーにおける信号処理は、周波数１スイープまたはその整数倍を単位として行われるため、周波

数スイープあたりの平均干渉電力（密度）は式(5)となる。 

                            (6) 

今、 , ,  と仮定すると、式（4）、（5）, (6)より以下のことが

わかる。 

１) N レーダーより W レーダーへの干渉電力は、N レーダーの周波数帯域と重なる W レーダーの周波数スイ

ープ期間では、W レーダーより N レーダーへの干渉に比べて、統計的に６ｄB 高くなる。 （式 5 と式 4） 

２）W レーダーの全周波数スイープ期間での N レーダーからの平均干渉電力は、W レーダーより N レーダー

への干渉に比べて、統計的に３ｄB 高くなる。 （式 6 と式 4） 

 

４．N→N 干渉を基準とした干渉電力（密度） 

   ここでは、干渉電力（密度）がより高くなる N→W 干渉電力を、 の場合の既存の N レーダー

間の干渉（N→N）と比較する。 

  式(3)を用いて、式（５）の導出と同様の議論により、N→N 干渉電力は式（7）となる。 

              in the overlapped frequency range within BrfN                   

             outside the overlapped range in BrfN       (7) 

 

従って、周波数がオ－バーラップする帯域内をスイープ期間中の干渉電力は、N→W の場合と同じとなる（式 5）。 

全周波数スイープ期間での平均干渉電力は、オーバーラップ周波数帯域 の関数となり、式（8）となる。 

                          (8) 

今、  （オーバーラップ率 50%）の平均的な場合を考えると、平均電力は 式（6）で

 とした場合と同じになる。 

従って、N→W 干渉電力は、N→N の場合に比べて高くなるとは言えない。 

    また、第 3 節で述べた如く、W→N 干渉電力は N→W 干渉電力より３ｄB 低いため、W→N 干渉の問題はより

小さい。 

 

 

５．W レーダーの被干渉率の低減法 

上記の議論より、N→W 干渉電力は、N→N の場合に比べて高くなるとは言えないが、W レーダーの被干渉率の

低減方法として以下が考えられる。 

 １）干渉信号雑音が存在する周波数スイープ区間を除いた FFT 信号処理： 

実用状態では、W レーダーの周波数スイープ全区間で干渉を受けないので、劣化区間の信号を廃棄して

S/N 改善。 

 ２）周波数スイープのタイミングまたはスロープのシフト： 

干渉源レーダーと周波数スイープのスロープが近い時に有効。干渉源レーダー信号との瞬時周波数差を
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常に IF 帯域以上離す方向。 

（W レーダーでは、周波数シフトは規定周波数内でできにくいので時間軸でずらす） 

 ３）積分効果による S/N 比改善 （ 倍効果）： 

３－１）複数（n）の周波数スイープ周期にわたる FFT 

３－２） Grid mapping 

 ４）検知処理アルゴリズムの改善： 

Detect/Qualify/Tracking による false 信号除去と精度向上 

その他の従来より使われているハード・ソフト面での干渉低減法、S/N 向上手法も適用可能である。 

以上 
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